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 このたび、住民から地元自治体に対して「防衛施設周辺におけるＮＨＫ放送

受信料の助成制度（防衛施設周辺放送受信事業）の見直しについて（お知らせ）

【再送】が、北関東防衛局から届いた。」との問合せがあったため、当該自治

体において内容を確認したところ、「防衛施設周辺におけるＮＨＫ放送受信料

の助成制度（防衛施設周辺放送受信事業）に係る申告書」の返送依頼とともに、

対象者からの返送がない場合は、平成 30 年８月 31 日をもってＮＨＫ放送受信

料の助成を終了する旨の記載があった。 

 本制度の見直しに関する昨年 12 月の国から地元自治体への説明では、申告書

の返送がない場合の対応に関しての説明がなかったことから、次のとおり要請

する。 

 

〇 申告書の返送がない場合の対応に関して、地元自治体に事前の説明がなか

ったことについて、経緯を明らかにすること。 

〇 このたびの通知に関する説明及び問合せ等への対応については、国の責任

において実施すること。 

〇 申告書の返送がない場合については、国の責任において、実態に即した適

切かつ丁寧な対応を行うこと。 
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